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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トラクションエレメント用のテンショニング装置であって、
　収容ハウジング（３）と、
　該収容ハウジング（３）に旋回可能に取り付けられたローラ保持体（４）と、
　前記収容ハウジング（３）および前記ローラ保持体（４）にそれぞれ周方向および軸方
向において支持された引張りコイルばね（６）であって、このとき前記ローラ保持体（４
）と前記収容ハウジング（３）とを相互に軸方向において固定している引張りコイルばね
（６）と、
　前記ローラ保持体（４）を前記収容ハウジング（３）内において回転軸線を中心にして
回転可能に支持している軸受装置（５）と、
　前記収容ハウジング（３）に対する前記ローラ保持体（４）の回転運動を緩衝する緩衝
装置（７）であって、前記引張りコイルばね（６）の引張り荷重によって軸方向において
負荷を加えられ、その結果前記緩衝装置（７）の摩擦モーメントが、軸方向力の増大の際
に大きくなる、緩衝装置（７）と、
が設けられており、
　前記緩衝装置（７）は、前記軸受装置（５）に対して軸方向間隔をおいて配置されてお
り、軸方向において前記軸受装置（５）と前記緩衝装置（７）との間に、支持部のない中
間室が形成されており、前記中間室内には、前記ローラ保持体（４）を介して導入される
横力を前記収容ハウジング（３）によって支持する支持部が設けられていない



(2) JP 6796965 B2 2020.12.9

10

20

30

40

50

ことを特徴とする、テンショニング装置。
【請求項２】
　前記軸受装置（５）は、前記緩衝装置（７）の平均直径（Ｄ７）よりも小さい平均軸受
直径（Ｄ５）を有している、請求項１記載のテンショニング装置。
【請求項３】
　前記支持部のない中間室の軸方向長さ（Ｌ１）が、前記軸受装置（５）の軸方向長さ（
Ｌ５）および前記緩衝装置（７）の軸方向長さ（Ｌ７）のうちの少なくとも一方よりも長
い、請求項１または２記載のテンショニング装置。
【請求項４】
　前記軸受装置（５）は、前記収容ハウジング（３）の軸受部（３１）と前記ローラ保持
体（４）の軸受部（３２）との間に配置された軸受ブシュ（３０）を有しており、このと
き該軸受ブシュ（３０）はほぼ円筒形に形成されている、請求項１から３までのいずれか
１項記載のテンショニング装置。
【請求項５】
　前記収容ハウジング（３）の前記軸受部（３１）は、軸受スリーブとして形成されてお
り、前記ローラ保持体（４）の前記軸受部（３２）は、前記収容ハウジング（３）の前記
軸受スリーブに差し込まれた軸受ピンとして形成されている、請求項４記載のテンショニ
ング装置。
【請求項６】
　前記緩衝装置（７）は、少なくとも１つの摩擦面対（３４，３７）を有しており、該摩
擦面対（３４，３７）は、前記引張りコイルばね（６）の引張り力によって軸方向におい
て負荷を加えられ、これによって前記収容ハウジング（３）に対する前記ローラ保持体（
４）の相対回転運動が緩衝される、請求項１から５までのいずれか１項記載のテンショニ
ング装置。
【請求項７】
　前記緩衝装置（７）は緩衝ブシュ（３３）を有していて、該緩衝ブシュ（３３）は、前
記収容ハウジング（３）の内側の円錐面（３４）と前記ローラ保持体（４）の外側のリン
グ面（３５）との間に配置されており、このとき前記緩衝ブシュ（３３）は、外側の円錐
形の摩擦面（３７）を有していて、該摩擦面（３７）は、前記収容ハウジング（３）の内
側の円錐面（３４）に摩擦接触している、請求項１から６までのいずれか１項記載のテン
ショニング装置。
【請求項８】
　前記緩衝ブシュ（３３）の前記外側の円錐形の摩擦面（３７）は、前記回転軸線（Ａ）
に対して、前記軸受ブシュ（３０）の外側の軸受面よりも強く傾けられている、請求項４
を引用する請求項７記載のテンショニング装置。
【請求項９】
　前記軸受ブシュ（３０）と前記緩衝ブシュ（３３）とは、互いに異なる材料から製造さ
れている、請求項４を引用する請求項７、または、請求項８記載のテンショニング装置。
【請求項１０】
　前記ローラ保持体（４）は、ハブエレメント（２８）とリングエレメント（２９）とを
有しており、このとき該リングエレメント（２９）は前記ハブエレメント（２８）を半径
方向外側において取り囲んでいて、前記緩衝ブシュ（３３）を収容するために前記外側の
リング面（３５）を形成しており、
　このとき前記ハブエレメント（２８）と前記リングエレメント（２９）との間にリング
室が形成されていて、該リング室内に前記引張りコイルばね（６）の一部が配置されてい
る、請求項７から９までのいずれか１項記載のテンショニング装置。
【請求項１１】
　前記リングエレメント（２９）の前記外側のリング面（３５）は、円筒形である、請求
項１０記載のテンショニング装置。
【請求項１２】
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　前記引張りコイルばね（６）は、組み立てられた状態において前記収容ハウジング（３
）に周方向および軸方向において支持されている第１の端部分（１６）と、組み立てられ
た状態において前記ローラ保持体（４）に周方向および軸方向において支持されている第
２の端部分（２３）とを有している、請求項１から１１までのいずれか１項記載のテンシ
ョニング装置。
【請求項１３】
　前記ローラ保持体（４）は、ねじ山状の係合手段（２５）と、該ねじ山状の係合手段（
２５）の端部に設けられたストッパ（２６）とを備えたカバー（２４）を有しており、前
記引張りコイルばね（６）の前記第２の端部分（２３）は、前記収容ハウジング（３）に
対する前記ローラ保持体（４）の差込みおよび回転運動によって、前記カバー（２４）の
前記ねじ山状の係合手段（２５）に係合可能である、請求項１２記載のテンショニング装
置。
【請求項１４】
　前記収容ハウジング（３）は、ねじ山状の係合手段（１８）と、該ねじ山状の係合手段
（１８）の端部に設けられたストッパ（２０）とを備えた底部（１７）を有しており、前
記引張りコイルばね（６）は、前記ねじ山状の係合手段（１８）への取付けのために前記
ストッパ（２０）に達するまでねじ込み可能である、請求項１から１３までのいずれか１
項記載のテンショニング装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ベルトドライブまたはチェーンドライブのようなトラクションドライブ用の
テンショニング装置に関する。トラクションドライブは、一般的に、ベルトまたはチェー
ンのような無端のトラクションエレメントと、少なくとも２つのプーリとを有しており、
これらのプーリのうちの１つは、トラクションドライブの駆動部として機能し、かつ別の
１つはトラクションドライブの被動部として機能することができる。このようなトラクシ
ョンドライブは、例えば自動車の内燃機関において、二次アセンブリを駆動するのに使用
され、このとき第１のプーリは、内燃機関のクランク軸に位置し、ベルトを駆動する。
【０００２】
　別の駆動プーリは、例えばウォータポンプ、オルタネータまたはエアコンディショニン
グコンプレッサのような二次アセンブリに対応配置されていて、トラクションドライブに
よって回転駆動させられる。汎用のトラクションドライブでは、二次アセンブリは消費機
として設計されており、つまり二次アセンブリは、クランク軸のベルトプーリによってベ
ルトを介して駆動される。このときクランク軸と、トラクションエレメントの循環方向に
おいて隣接した、通常はジェネレータであるアセンブリとの間には、ベルトの弛み側が形
成されている。この弛み側において駆動プーリにおけるトラクションエレメントの十分な
巻掛けを保証するために、ベルトには、テンショニング装置のテンションローラを用いて
予荷重が加えられる。
【０００３】
　欧州特許出願公開第１２７７９８９号明細書に基づいて、固定ハウジングと、この固定
ハウジングに旋回可能に取り付けられたローラ保持体とを備えたベルトテンショニング装
置が公知である。ローラ保持体は、固定ハウジングに対して、軸受を用いて半径方向およ
び軸方向に支持されていて、引張り荷重を加えられたコイルばねによって固定ハウジング
に対して予荷重を加えられている。これによってローラ保持体は、軸受およびコイルばね
を介して固定ハウジングに軸方向において固定されている。さらに、ローラ保持体と固定
ハウジングとの間における運動を緩衝する緩衝装置が設けられており、この緩衝装置の緩
衝作用は、緊張力が上昇する方向における緩衝作用が、緊張力が低下する方向におけるよ
りも大きくなるようになっている。緩衝装置は、緩衝ブシュと板ばねとを有しており、こ
の板ばねは、その第１の端部で回動不能に固定ハウジングまたはローラ保持体に固定され
、かつ第２の端部で回動不能に緩衝ブシュに固定されている。
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【０００４】
　独国特許発明第１９６０３５５８号明細書に基づいて、収容ハウジング、この収容ハウ
ジングに旋回可能に取り付けられたローラ保持体、および軸受兼緩衝装置を備えたベルト
テンショニング装置が公知である。軸受兼緩衝装置は、コイルばねを用いて引張り予荷重
およびねじり予荷重を加えられた軸受兼緩衝円錐を有している。
【０００５】
　欧州特許第０８５８５６３号明細書に基づいて公知の、トラクションエレメント用のテ
ンショニング装置は、ハウジングと、該ハウジングに対して滑り軸受を用いて回転可能に
支持されたテンションアームとを有している。滑り軸受の滑り軸受面は、互いに平行でか
つテンションアーム軸線に対して同心的な円錐面として形成されている。そしてコイルね
じりばね（Schraubendrehfeder）が、テンションアームにおける支持部とハウジングにお
ける支持部との間において支持されており、このコイルねじりばねによって、取り付けら
れた状態において、ねじり予荷重および軸方向予荷重が加えられる。このとき、コイルね
じりばねの軸方向力は、滑り軸受面に対して垂直に作用する反力として、滑り軸受に導入
され、その結果滑り軸受面は、軸方向力を受けて互いに押圧される。
【０００６】
　円筒形の緩衝システムを備えたテンショニング装置は、製造および取付けに関して、比
較的複雑で、ゆえに高価である。円錐形の緩衝システムを備えたテンショニング装置は、
テンションアームがハウジングに対して不所望に、比較的斜めに位置しやすい。
【０００７】
　ゆえに本発明の課題は、単純かつ安価な構造を有していてかつ長い耐用寿命を有する、
トラクションドライブ用のテンショニング装置を有することである。
【０００８】
　この課題を解決するために、本発明の構成では、トラクションエレメント用のテンショ
ニング装置において、収容ハウジングと、該収容ハウジングに旋回可能に取り付けられた
ローラ保持体と、収容ハウジングおよびローラ保持体にそれぞれ周方向および軸方向にお
いて支持された引張りコイルばねであって、このときローラ保持体と収容ハウジングとを
相互に軸方向において固定している引張りコイルばねと、ローラ保持体を収容ハウジング
内において回転軸線を中心にして回転可能に支持している軸受装置と、収容ハウジングに
対するローラ保持体の回転運動を緩衝する緩衝装置であって、軸受装置に対して軸方向間
隔をおいて配置され、かつ引張りコイルばねの引張り荷重によって軸方向において負荷を
加えられる緩衝装置と、が設けられている。
【０００９】
　テンショニング装置の１つの利点としては、ローラ保持体が収容ハウジングに対して、
軸受装置と緩衝装置との間における軸方向間隔に基づいて、横力に対して確実に支持され
ているということが挙げられる。これにより、収容ハウジングに対するローラ保持体の不
所望の傾倒のリスク、ひいては摩耗が高められるリスクは、最小になる。同時にコイルば
ねは、ローラ保持体を収容ハウジングに向かって軸方向に引っ張る引張りばねとして作用
する。言い換えれば、ローラ保持体と収容ハウジングとはコイルばねによって、軸方向に
おいて互いに向かって引っ張られる。コイルばねは、収容ハウジングおよびローラ保持体
に、逆向きの回転方向において支持されている。収容ハウジングの、周方向において作用
する支持力に抗した、テンションアームの旋回運動時に、コイルばねは半径方向において
拡開し、このときコイルばねには、半径方向における拡開が増大するに連れて、益々、引
張り荷重が加えられる。これによって、収容ハウジングに対するローラ保持体の旋回が増
すことにより、収容ハウジングとローラ保持体との相互の間における軸方向力が増大し、
その結果緩衝装置の摩擦モーメントも、軸方向力の増大に基づいて大きくなり、ひいては
緩衝作用も相応に大きくなる。従って緩衝率は、旋回運動の程度に関連した関数であり、
このことは、全体として、緩衝特性に対して好適に作用する。
【００１０】
　テンショニング装置は、トラクションドライブのトラクションエレメントを緊張させる
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ために働く。トラクションエレメントは、ベルトドライブ用のベルトであってよく、この
ときテンショニング装置は、ベルトテンショニング装置である。しかしながらまた、トラ
クションエレメントは、テンショニング装置によって相応に予荷重を加えられる、チェー
ンドライブ用のチェーンであってもよい。
【００１１】
　収容ハウジングは、位置固定の部材、例えば自動車のエンジンブロックまたはこれに結
合された部材に結合可能である。そのために収容ハウジングは、例えばねじ結合のための
相応の固定手段を有している。収容ハウジングは、ポット形に形成されていてよく、底部
および周壁部を備え、この周壁部の内部には、ローラ保持体およびコイルばね用の収容室
が形成されている。
【００１２】
　ローラ保持体は、トラクションエレメントに負荷を加えるローラを保持するように構成
されている。そのためにローラ保持体は、アーム部分を有していて、このアーム部分には
ローラが、旋回軸線に対して平行なローラ軸線を中心にして回転可能に支持されている。
従ってローラ保持体をテンションアームと呼ぶことも、ローラをテンションローラと呼ぶ
こともできる。ローラ保持体は、例えばアルミニウムまたはアルミニウム合金製の軽金属
から成る鋳造部品として、特にダイカスト法によって製造することができる。このことは
同様に、収容ハウジングに対しても言える。
【００１３】
　１つの態様によれば、軸受装置は、緩衝装置の平均直径よりも小さい平均軸受直径を有
している。平均直径というのは、この場合、それぞれの装置の最大直径と最小直径との間
における平均直径のことを意味する。
【００１４】
　軸受装置は、収容ハウジングの軸受部とローラ保持体の軸受部との間に配置された軸受
ブシュを有していてよい。この軸受ブシュは、特にほぼ円筒形に形成されており、この表
現は、軸受ブシュが旋回軸線に対して３°までの軽い円錐面を有するという可能性をも含
むことを意図している。軽い円錐形の構成によって、相応の部分を製造時に比較的容易に
離型することが可能である。軸受装置が軽く円錐形に形成されている場合、軸受装置は、
収容ハウジングの底部に向かって先細になっている。収容ハウジングの軸受部は、軸受ス
リーブとして形成されていてよい。この場合ローラ保持体の軸受部は、収容ハウジングの
軸受スリーブに軸受ブシュを介して差し込まれた軸受ピンとして形成されている。軸受ピ
ンは、ローラ保持体のハブ部に一体に成形または鋳造されていてよい。択一的に軸受ピン
は、別体の部材として製造されていて、ハブ部にプレス嵌めされていてもまたは射出成形
されていてもよい。軸受ブシュのための軸受材料としては、例えば適宜なプラスチックま
たは、ＰＴＦＥのような減摩性の材料によって被覆された鋼ブシュを使用することができ
る。軸受ブシュおよび緩衝ブシュは、互いに異なった材料から製造されていてよく、この
とき緩衝ブシュは、この場合、軸受ブシュよりも高い摩擦係数を有する材料から形成され
ている。軸受装置の構成のためには、原則的には、動作機構的な逆転も考えられ、つまり
ローラ保持体の軸受部を軸受スリーブとして形成することも可能である。この場合には、
軸受ピンは、収容ハウジングの底部に設けられることになる。
【００１５】
　可能な別の態様によれば、軸方向において軸受装置と緩衝装置との間に、支持部のない
中間室が形成されており、この中間室内には、ローラ保持体を介して導入される横力を収
容ハウジングによって支持する支持部が設けられていない。言い換えれば、テンションロ
ーラからローラ保持体に導入された横力の支持は、もっぱら軸受装置と該軸受装置から軸
方向間隔をおいて位置する緩衝装置とによって行われる。好ましくは、支持部のない中間
室の軸方向長さは、軸受装置の軸方向長さおよび／または緩衝装置の軸方向長さよりも長
い。このように構成されていると、横力に対する特に良好な支持が得られる。
【００１６】
　特に、緩衝装置は、少なくとも１つの摩擦面対を有しており、該摩擦面対は、引張りコ
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イルばねの引張り力によって軸方向において負荷を加えられる。摩擦面対は、基本的には
円錐形に又は半径方向の面対として形成されていてよい。摩擦面対に対して作用する軸方
向力によって、摩擦モーメントが発生するので、これによって収容ハウジングに対するロ
ーラ保持体の相対回転運動が緩衝される。摩擦面対が、円錐形の摩擦面を有している場合
には、特に、旋回軸線との間に形成された円錐角は、軸受ブシュの外側の軸受面と旋回軸
線との間において形成された角度よりも大きい。この円錐角の大きさによって、摩擦モー
メントの大きさひいてはテンショニング装置の緩衝度合いを調節することができる。例え
ば円錐角は、３°～１０°であってよい。
【００１７】
　より具体的な態様では、緩衝装置は緩衝ブシュを有していて、該緩衝ブシュは、収容ハ
ウジングの内側の円錐面とローラ保持体の外側のリング面との間に配置されている。緩衝
ブシュは、好ましくは、外側の円錐形の摩擦面を有していて、該摩擦面は、収容ハウジン
グの内側の円錐面に摩擦接触している。このとき緩衝ブシュの円錐形の摩擦面と収容ハウ
ジングの内側の円錐面とは、緩衝装置の摩擦面対を形成している。第２の摩擦面対が、ロ
ーラ保持体の外側のリング面と軸受ブシュの内側面との間に形成されていてよく、このと
きローラ保持体の外側のリング面と軸受ブシュの内側面とは、互いに同じに形成されてい
て、特に円筒形または円錐形であってよい。緩衝ブシュを用いた、収容ハウジングとロー
ラ保持体との間における間接的な摩擦面接触によって、緩衝装置は同時に、収容ハウジン
グとローラ保持体との間において半径方向および軸方向における軸受機能をも有する。従
って、緩衝装置は、組み合わせられた緩衝兼軸受装置とも呼ぶことができる。
【００１８】
　別の態様によれば、ローラ保持体は、ハブエレメントとリングエレメントとを有してお
り、このとき該リングエレメントはハブエレメントを半径方向外側において取り囲んでい
て、緩衝ブシュを収容するために外側のリング面を形成しており、このときハブエレメン
トとリングエレメントとの間にリング室が形成されていて、該リング室内にコイルばねの
一部が配置されている。特に、ハブエレメントとリングエレメントとは、例えば鋳造部品
として一体に製造されており、従ってローラ保持体のハブ部およびリング部とも呼ぶこと
ができる。リングエレメントの外側のリング面は、円筒形であってもまたは円錐形であっ
てもよい。
【００１９】
　別の好適な態様によれば、コイルばねは、ねじ込まれた状態において収容ハウジングに
周方向および軸方向において支持されている第１の端部分と、ねじ込まれた状態において
ローラ保持体に周方向および軸方向において支持されている第２の端部分とを有している
。
【００２０】
　収容ハウジングに対してコイルばねを軸方向においてかつ回転に相応しく支持するため
に、別の態様では、収容ハウジングは、ねじ山状の係合手段と、該ねじ山状の係合手段の
端部に設けられたストッパとを備えた底部を有している。このときねじ山状の係合手段は
、コイルばねが、ストッパに達するまでねじ山状の係合手段にねじ込み可能であるように
構成されている。このように構成されていると、軸方向における固定および周方向におけ
る固定が簡単に実現される。その結果、別体の固定手段は不要となる。
【００２１】
　相応のことは、コイルばねの第２の端部に対しても言える。そのために、ローラ保持体
は、カバーに、ねじ山状の係合手段と、該ねじ山状の係合手段の端部に設けられたストッ
パとを有していてよい。収容ハウジングへのコイルばねの挿入および係合手段との係合後
に、ローラ保持体は、収容ハウジングに被せ嵌めることができる。このときコイルばねの
第２の端部分は、収容ハウジングに対するローラ保持体の差込みおよび回転運動によって
、カバーのねじ山状の係合手段に係合することができる。コイルばねに対するローラ保持
体の回動によって、第２のばね端部は、ねじ山状の係合手段に益々係合し、このときコイ
ルばねには、引張り方向で軸方向において予荷重が加えられる。
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【００２２】
　完全に組み立てられた状態において、ローラ保持体と収容ハウジングとは、軸方向にお
いて互いに固定され、かつローラ保持体および収容ハウジングには軸方向において予荷重
が加えられている。これによってコイルばねは、複数の機能を果たし、つまり回転方向に
おけるハウジングに対するローラ保持体のばね弾性的な支持、収容ハウジングにおけるロ
ーラ保持体の軸方向における固定、および緩衝装置の摩擦面対に対する軸方向における負
荷といった機能を果たす。収容ハウジングにローラ保持体を結合する別体の特別な固定手
段は、不要であるので、テンショニング装置は、特に僅かな数の部材を有し、簡単かつ安
価に製造可能である。別の利点としては、収容ハウジングに対するローラ保持体の旋回量
の増大時に、コイルばねからローラ保持体に作用する引張り力が収容ハウジングに向かっ
て増大して作用する、ということが挙げられる。すなわちテンショニング装置の緩衝の度
合いは、ローラ保持体の変位量に関連している。
【００２３】
　収容ハウジングおよびローラ保持体におけるねじ山状の係合手段は、ねじ山状の通路と
して形成されていてよく、この通路は、全周にわたって分配配置された複数のウェブによ
って形成されていてよい。
【００２４】
　次に、図面を参照しながら、好適な実施形態を詳説する。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明に係るテンショニング装置の第１実施形態を分解して示す斜視図である。
【図２】図１に示したテンショニング装置の縦断面図である。
【図３】本発明に係るテンショニング装置の、幾分変化させられた第２実施形態を分解し
て示す斜視図である。
【図４】図３に示したテンショニング装置の縦断面図である。
【図５】図３および図４に示したテンショニング装置の収容ハウジングを、部分的に破断
して示す斜視図である。
【００２６】
　以下において一緒に説明する図１および図２には、本発明に係るテンショニング装置２
が示されている。このテンショニング装置２は、ベルトドライブの無端のベルト（図示せ
ず）を緊張させるように構成されていて、相応にベルトテンショニング装置とも呼ぶこと
ができる。もちろん、テンショニング装置２は、チェーンドライブを緊張させるために使
用されても、もしくは構成されていてもよい。ベルトテンショニング装置２は、収容ハウ
ジング３と、この収容ハウジング３に対して軸受装置５および緩衝装置７を用いて旋回軸
線Ａを中心にして緩衝作用をもって支持されているローラ保持体４と、ローラ保持体４を
収容ハウジング３に対して軸方向および周方向においてばね弾性的に支持するコイルばね
６と、を有している。収容ハウジング３は、アセンブリまたはエンジンブロック（図示せ
ず）のような位置固定の部材にまたはこれに結合された部材に固定されてよい。収容ハウ
ジング３を固定するために、収容ハウジング３は、半径方向外側に向かって突出していて
それぞれ孔を備えた複数の固定部分３６を有しており、これらの孔には、位置固定の部材
における固定のために、ねじもしくはピン４０を差し込むことができる。ローラ保持体４
および収容ハウジング３はそれぞれ鋳造部材として一体に製造されていてよく、このとき
適宜なプラスチックからの製造も基本的には同様に可能である。
【００２７】
　ローラ保持体４は、自由な端部分にテンションローラ９を有しており、このテンション
ローラ９は、旋回軸線Ａに対して平行な回転軸線Ｂを中心にして回転可能である。テンシ
ョンローラ９は、ローラ保持体４の軸受ジャーナル８に回転可能に支持されていて、ねじ
１３を用いてローラ保持体４に固定されている。ねじ１３によって軸受ジャーナル８に取
り付けられていて軸受１２をカバーする円板１０は、軸受１２を、侵入する汚れに対して
保護する。ローラ保持体４は、軸受装置５および緩衝装置７を介して、軸方向および半径
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方向において収容ハウジング３に対して、旋回軸線Ａを中心にして回転可能に支持されて
おり、このとき収容ハウジング３に対するローラ保持体４の相対回転運動は、緩衝装置７
において生じる摩擦モーメントによって緩衝される。緩衝装置７は、軸受装置５に対して
軸方向間隔をおいて配置されていて、コイルばね６の引張り予荷重によって、軸方向にお
いて負荷を加えられており、このコイルばね６は、一方の側において収容ハウジング３に
かつ他方の側においてローラ保持体４に逆向きの軸方向に軸方向で支持されている。従っ
てコイルばね６は、引張りコイルばね６とも呼ぶことができる。
【００２８】
　コイルばね６は、旋回軸線Ａに対してほぼ同軸的に、収容ハウジング３とローラ保持体
４との間に形成されたリング室内に配置されている。コイルばね６の巻条の数は、例えば
４～８であってよく、本実施形態では約６つであり、このとき構造寸法、ばね線材直径お
よび使用例に応じて他の条数を使用できることは、自明である。コイルばね６の長さＬ６
と公称直径Ｄ６との比は、コイルばねに軸方向において引張り予荷重が加えられているコ
イルばね取付け状態において、例えば１.０～２.５、特に１.５～２.０であってよい。も
ちろん、このような値は限定的な意味を有するものではなく、取付け状態における長さと
ばね直径との前記比は、特にばね線材の線材直径にも依存している。線材直径が大きけれ
ば大きいほど、コイルばねの軸方向長さは、より短く設計されていてよい。
【００２９】
　コイルばね６の第１の端部分１６は、収容ハウジング３の底部分１７に、周方向および
軸方向において支持されている。コイルばね６の、反対側に位置する第２の端部分２３は
、ローラ保持体４のカバー２４に、周方向および軸方向において支持されている。コイル
ばね６は、収容ハウジング３に対してローラ保持体４を緊締しており、これによってベル
トドライブのベルトには予荷重が加えられる。同時にローラ保持体４は、コイルばね６を
用いて収容ハウジング３に、軸方向において固定されている。
【００３０】
　収容ハウジング３に対してコイルばね６を軸方向において支持するために、収容ハウジ
ング３の底部分１７には、ねじ山状の係合手段１８が設けられており、この係合手段１８
は、その中にコイルばね６がねじ込まれ得るように構成されている。係合手段１８は、全
周にわたって分配配置されていて相対的に軸方向においてずらされた複数のウェブ１９を
有しており、これらのウェブ１９は、ねじ込み時にコイルばね６の第１の端部分１６によ
って背後から係合される。このときウェブ１９は、全体としてねじ山状の通路を形成して
おり、この通路のピッチは、コイルばね６の第１の端部分１６のピッチにほぼ相当してい
る。ねじ山状の通路の端部に、底部分１７はストッパ２０を有していて、このストッパ２
０にばね端部が接触するので、これによってコイルばね６は収容ハウジング３に第１の回
転方向において支持されている。ウェブ１９によって形成された通路内への端部分１６の
係合もしくはねじ込みによって、コイルばね６はウェブ１９において両軸線方向において
軸方向で支持されており、つまり圧縮に関して、かつ特に引張りに関しても支持されてい
る。
【００３１】
　コイルばね６の反対側に位置する第２の端部分２３は、相応にローラ保持体４に、逆向
きの第２の軸方向においてかつ逆向きの第２の回転方向において支持されている。そのた
めにローラ保持体４は、カバー２４に相応のねじ山状の係合手段２５と、このねじ山状の
係合手段２５の端部におけるストッパ２６とを有している。収容ハウジング３へのコイル
ばね６の挿入およびねじ込み後に、ローラ保持体４は、収容ハウジング３に装着される。
次いで、コイルばね６が収容ハウジング３において支持されている回転方向で、収容ハウ
ジング３に対してローラ保持体４を回転運動させることによって、コイルばね６の第２の
端部分２３は、カバー２４のねじ山状の係合手段２５に係合させられる。コイルばね６に
対するローラ保持体４の回動が増すに連れて、第２の端部分２３は、益々ねじ山状の係合
手段２５内に係合し、このときコイルばね６には軸方向において引張り予荷重が加えられ
る。カバー２４の係合手段２５は、底部分１７の係合手段１８に相応して構成され、全周
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にわたって分配配置されていて相対的に軸方向においてずらされた複数のウェブ２７を有
しており、これらのウェブ２７は、ねじ込み時にコイルばね６の第２の端部分２３によっ
て背後から係合される。このときウェブ２７は、全体としてねじ山状の通路を形成してい
て、この通路のピッチは、コイルばね６の第２の端部分２３のピッチにほぼ相当している
。
【００３２】
　完全に組み立てられた状態において、ローラ保持体４と収容ハウジング３とは軸方向に
おいて互いに固定され、かつ軸方向において予荷重が加えられている。このときコイルば
ね６は、回転方向での収容ハウジング３におけるローラ保持体４のばね弾性の支持の機能
と、収容ハウジング３におけるローラ保持体４の軸方向固定の機能と、緩衝装置７に対す
る軸方向の負荷の機能とを果たす。収容ハウジング３に対するローラ保持体４の旋回運動
の増大に連れて、コイルばね６は益々拡開し、これによってローラ保持体４および収容ハ
ウジング３に対して作用するコイルばね６の引張り力が増大し、この増大する引張り力は
、ローラ保持体４および収容ハウジング３相互に負荷を加える。これによって、テンショ
ニング装置２の緩衝作用は、ローラ保持体４の変位増大に連れて高まる。
【００３３】
　収容ハウジング３は特にポット形に形成されていて、底部分または単に底とも呼ぶこと
ができる底部１７と、周壁部１５もしくは周壁部分とを有しており、この周壁部１５の内
部には、ローラ保持体４およびコイルばね６のための収容室が形成されている。周壁部１
５の上側領域には、固定部分３６が一体に成形もしくは鋳造されている。底部１７の領域
には軸受装置５が配置され、周壁部１５の上側領域には緩衝装置７が配置されており、こ
の軸受装置５と緩衝装置７とについては、後でさらに詳しく述べる。
【００３４】
　ローラ保持体４は、カバー２４と、このカバー２４から底部１７に向かって延びるハブ
エレメント２８と、このハブエレメント２８に対して同軸的に配置されたリングエレメン
ト２９とを有している。ハブエレメント２８は、底部１７に軸受装置５を用いて回転可能
に支持されている。リングエレメント２９は、緩衝装置７の一部を形成している。ハブエ
レメント２８とリングエレメント２９との間には、リング室が形成されており、このリン
グ室内には、コイルばね６の上側部分が配置されている。
【００３５】
　軸受装置５は軸受ブシュ３０を有しており、この軸受ブシュ３０は、収容ハウジング３
の、軸受スリーブとして形成された第１の軸受部３１と、ローラ保持体４の、軸受ピンと
して形成された第２の軸受部３２と、の間に配置されている。軸受ブシュ３０もしくは軸
受部３１，３２は、円筒形にまたは幾分円錐形に形成されており、このとき軽く円錐形の
構成では、製造時においてより良好な離型可能性が得られる。軸受ピン３２は、ローラ保
持体４のハブエレメント２８に一体に成形もしくは鋳造されている。軸受ブシュ３０のた
めの軸受材料としては、適宜なプラスチックまたは、ＰＴＦＥのような減摩性の材料によ
って被覆された鋼ブシュを使用することができる。
【００３６】
　緩衝装置７は緩衝ブシュ３３を有しており、この緩衝ブシュ３３は、収容ハウジング３
の内側の円錐面３４とローラ保持体４の外側のリング面３５との間に配置されている。緩
衝ブシュ３３は、外側の円錐形の摩擦面３７を有しており、この摩擦面３７は、収容ハウ
ジング３の内側の円錐面３４に摩擦接触している。このとき緩衝ブシュ３３の円錐形の摩
擦面３７および収容ハウジング３の内側の円錐面３４は、緩衝装置７の第１の摩擦面対を
形成している。第２の摩擦面対は、ローラ保持体４の外側のリング面３５と緩衝ブシュ３
３の内側のリング面３８との間に形成されており、この外側のリング面３５と内側のリン
グ面３８は共に円筒形に形成されている。緩衝ブシュ３３ひいては摩擦面対は、コイルば
ね６の引張り力によって軸方向において負荷を加えられ、このとき摩擦モーメントが発生
するので、収容ハウジング３に対するローラ保持体４の相対回転運動は、抑制される。同
時に緩衝装置７は、収容ハウジング３内においてローラ保持体４を軸方向および半径方向
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において支持するための軸受機能をも有しているので、緩衝装置７は、緩衝兼軸受装置と
も呼ぶことができる。緩衝装置７は、摩擦面対のうちの少なくとも１つの最大円錐角（緩
衝角度とも呼ぶことができる）が、軸受装置５の周面と旋回軸線Ａとの間において形成さ
れる最大角度よりも大きくなるように、構成されている。
【００３７】
　特に図２において認識できるように、軸方向において軸受装置５と緩衝装置７との間に
は、支持部のない中間室が形成されている。テンションローラ９からローラ保持体４に導
入される横力は、これによってもっぱら軸受装置５と、この軸受装置５から軸方向間隔を
おいて配置された緩衝装置７とだけによって支持される。支持部のない中間室の長さＬ１
は、軸受装置５の軸方向長さＬ５もしくは緩衝装置７の軸方向長さＬ７よりも長いので、
横力の特に良好な支持が達成される。さらに、軸受装置５の平均軸受直径Ｄ５は、緩衝装
置７の平均直径Ｄ７よりも小さく構成されている。軸受装置５と緩衝装置７との間におけ
る軸方向間隔と相俟って、これによって傾倒モーメントに対する良好な支承、センタリン
グおよび支持が得られる。
【００３８】
　以下において一緒に説明する図３～図５には、本発明に係るテンショニング装置２の幾
分変化させられた第２実施形態が示されている。この第２実施形態は、その構造および機
能形式に関して、図１および図２に示した実施形態にほぼ相当するので、共通点に関して
は、上に述べた説明を参照するものとする。
【００３９】
　そして同じ部材もしくは互いに対応する部材には、図１および図２におけると同じ参照
符号が使用されている。
【００４０】
　相違点について述べると、図３～図５に示した実施形態では、支持部のない中間室の長
さＬ１は、軸受装置５の軸方向長さＬ５もしくは緩衝装置７の軸方向長さＬ７よりも短い
。従って図３～図５に示したテンショニング装置２の構造は、軸方向において幾分コンパ
クトであり、このことは相応に、必要な構造空間に対しても言える。ハウジング３の形状
もまた幾分よりコンパクトである。図３において認識できるように、緩衝ブシュ３３は、
パターニングされた円錐形の摩擦面３７を有しており、このことは、図１および図２に示
した実施形態に対しても言える。その他、図１および図２に示した実施形態に対するすべ
ての詳細な説明は、変化形態である第２実施形態に対しても言える。図３および図４にお
いては、さらに固定ピン３９を認識することができ、この固定ピン３９は、ローラ保持体
４を予荷重が加えられた位置において保持し、ベルトドライブにおけるテンショニング装
置２の取付け後に引き出され、これによってベルトに予荷重が加えられる。ハウジングを
部分的に破断して示す図５において、周囲に分配配置されたウェブ１９を備えた下側の係
合手段１８を良好に認識することができる。これらのウェブ１９は、コイルばね６の下側
の巻条部分によって背後から係合されるので、コイルばね６には引張り予荷重が加えられ
る。係合手段１８および固定ピン３９に関する上に述べた構造は、図１および図２に示し
た実施形態に対しても同じことが言える。
【００４１】
　本発明に係るテンショニング装置２は、好適に、簡単かつ安価に製造可能である。コイ
ルばね６が引張り予荷重を加えられて収容ハウジング３とローラ保持体４との間に取り付
けられていることによって、コイルばね６は、回転方向において収容ハウジング３および
ローラ保持体４をばね弾性的に支持するのみならず、軸方向における結合機能をも発揮す
る。ほぼ円筒形の軸受装置５および円錐形の緩衝装置７を使用することによって、傾倒モ
ーメントに対する良好な支持が可能になり、もしくは不都合な傾いた設置状態の発生が減
じられる。さらに別の利点としては、コイルばね６は半径方向に拡開するに連れて、コイ
ルばね６には、益々引張り方向における負荷が加えられ、これによって緩衝装置７に対す
る軸方向力が増大し、緩衝作用が高まる、ということが挙げられる。
【符号の説明】
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　２　テンショニング装置
　３　収容ハウジング
　４　ローラ保持体
　５　軸受装置
　６　コイルばね
　７　緩衝装置
　８　軸受ジャーナル
　９　テンションローラ
　１０　シール円板
　１１　固定部分
　１２　ころがり軸受
　１３　ねじ
　１４　軸受部
　１５　周壁部
　１６　第１の端部分
　１７　底部
　１８　係合手段
　１９　ウェブ
　２０　ストッパ
　２１　支持面
　２２　支持面
　２３　第２の端部分
　２４　カバー
　２５　係合手段
　２６　ストッパ
　２７　ウェブ
　２８　ハブエレメント
　２９　リングエレメント
　３０　軸受ブシュ
　３１　軸受部
　３２　軸受部
　３３　緩衝ブシュ
　３４　円錐面
　３５　リング面
　３６　固定部分
　３７　円錐形の摩擦面
　３８　内側のリング面
　３９　固定ピン
　４０　ピン
　Ａ　旋回軸線
　Ｂ　回転軸線
　Ｄ　直径
　Ｌ　長さ
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